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名称：「フッ素置換オレフィンを含有する組成物」事件 

審決取消請求事件 

知的財産高等裁判所：平成２８年（行ケ）第１００３３号 判決日：平成２９年２月２２日 

判決：請求棄却 

特許法２９条２項 

キーワード：発明の要旨認定、引用発明の認定、相違点の判断 

判決文：http://www.ip.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/537/086537_hanrei.pdf 

 

［概要］ 

 自動車の空調装置における冷媒の使用に係る本件発明１の認定に際し、地球温暖化係数（Ｇ

ＷＰ）などの特定の特性を考慮せずに本件発明を認定しても誤りはなく、かつ引用発明に係る

化合物の具体的なデータが記載されていないとしても、他の化合物の実施例から同様の特性を

備えることが推認可能である以上、引用発明の認定に誤りはないと判断された事例。 

 

［事件の経緯］ 

 原告は、特許第４５７１１８３号の特許権者である。 

 被告が、本件特許を無効とする無効審判（無効２０１１－８０００７５号）を請求し、原告

が訂正を請求したところ、特許庁が該訂正を認めた上で、当該特許を無効とする審決をしたた

め、原告は、その取り消しを求めた。 

 知財高裁は、原告の請求を棄却した。 

 

［本件発明］ 

【請求項１（訂正後）】（下線は、訂正箇所） 

 自動車の空調装置における２，３，３，３－テトラフルオロプロペン（ＨＦＯ－１２３４ｙ

ｆ）を含む組成物の冷媒としての使用。 

 

［審決］ 

 審決では、本件発明１と、主引例である甲５発明との一致点および相違点を下記の如く認定

した。 

（一致点） 

 「空調装置における２，３，３，３－テトラフルオロプロペン（ＨＦＯ－１２３４ｙｆ）を

含む組成物の冷媒としての使用」 

（相違点） 

 本件発明１では、「自動車の空調装置」であるのに対して、甲５発明では、「ヒートポンプ」

である点。 

 

 審決では、カーエアコン等の蒸気圧縮型空調装置の冷媒化合物を選定するにあたり、使用温

度領域（環境温度及び排出温度（凝縮温度））がその冷媒化合物の（標準）沸点以上臨界温度未

満の範囲にないと冷媒として使用できるものではないことが当業者の技術常識であると判断し

た上で、従来、自動車用のものを含む空調装置における冷媒として使用されるＣＦＣ－１２の

蒸発温度および凝集温度のデータから、ＨＦＯ－１２３４ｙｆを含む熱媒体組成物を、自動車

の空調装置における冷媒として選択することは当業者が適宜なし得ることであり、かつ阻害要

因も見当たらないと判断した。その上で、本件発明１に係るＨＦＯ－１２３４ｙｆは、従来技

術であるＨＦＣ－１３４ａを使用した場合に比して、相対ＣＯＰ（成績係数）（比）及び排出温

度の点で劣るものと認められるから、冷却／空調サイクルにおける熱力学的特性の点で、本件

発明１に係る冷媒（組成物）が格別顕著な効果を奏するものとは認められず、また、環境問題

に係る効果につき、オゾン破壊係数（ＯＤＰ）及び地球温暖化係数（ＧＷＰ）は、いずれもそ
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の物質の有意量が大気中に放出された場合に関する物質の特性であって、実質的な閉鎖系であ

る自動車の空調装置の循環系の中での冷媒としての使用における発明の効果であるとはいえな

いと判断した。その結果、上記相違点は容易想到であって、格別顕著な効果を奏するものでも

ないとの理由により、審決では本件発明１の進歩性が否定された。 

 

［取消事由］ 

取消事由１（本件発明１の認定の誤り－「自動車の空調装置」において使用される冷媒） 

取消事由２（引用発明の認定の誤り） 

取消事由３（相違点の判断の誤り（１）－ＨＦＯ－１２３４ｙｆの沸点及び臨界温度を技術常

識として認定したことの誤り） 

取消事由４（相違点の判断の誤り（２）－甲５文献の阻害事由の看過） 

取消事由５（相違点の判断の誤り（３）－予想外かつ顕著な効果の看過） 

取消事由６（相違点の判断の誤り（４）－不飽和化合物の使用に関する阻害事由の看過） 

※以下、取消事由１および２についてのみ記載する。 

 

［原告の主張］ 

（取消事由１） 

 本件優先日当時、「自動車の空調装置」において使用される冷媒については、沸点及び臨界温

度によって画される温度範囲が「自動車の空調装置」の使用温度領域を包含するという特性の

みならず、（ⅰ）地球温暖化防止のため、低減されたＧＷＰ、（ⅱ）既存の自動車の空調装置に

大幅な変更を施す必要がないように、ＨＦＣ－１３４ａ（本件優先日に自動車の空調装置に使

用されていた冷媒）の能力及びＣＯＰ（とりわけ能力）とほぼ等しい能力及びＣＯＰといった

特性をも有する必要があることは、技術常識であった。この点で、本件審決は、「自動車の空調

装置」において使用される冷媒の認定を誤っている。 

 「自動車の空調装置」において使用される冷媒には、能力及びＣＯＰがＨＦＣ－１３４ａよ

りも高いことが求められていたわけではなく、ＨＦＣ－１３４ａよりも低いＧＷＰを有し、か

つ、ＨＦＣ－１３４ａとほぼ同等の能力及びＣＯＰを有する冷媒が求められていた。そのよう

な冷媒は稀にしか存在しないところ、ＨＦＯ－１２３４ｙｆの能力及びＣＯＰはＨＦＣ－１３

４ａのそれらと予想外にもほぼ等しいことが見いだされたのである。にもかかわらず、本件審

決は、ＧＷＰを無視したことに加え、冷媒の能力及びＣＯＰのいずれもがＨＦＣ－１３４ａの

ものよりも高くあるべきであるとの誤った認定に基づく判断をした。 

 

（取消事由２） 

 甲５文献に記載された実施例のうち実施例５がＨＦＯ－１２３４ｙｆに関するものであると

ころ、実施例１～４には具体的な結果が記載されているのに対し、実施例５のみ記載の具体性

が著しく乏しい上、そこで「ほぼ同様の結果が得られた」とする実施例１の結果も誤っている。

したがって、ＨＦＯ－１２３４ｙｆのヒートポンプにおける使用は、甲５文献には記載されて

いないというべきである。 

 

［裁判所の判断］（筆者にて適宜抜粋、下線） 

（取消事由１） 

『本件優先日当時、自動車の空調装置や家庭用冷蔵庫等の様々な蒸気圧縮サイクルを使用した

装置に使用される冷媒一般において、より低減されたＧＷＰを有する代替冷媒への転換が進め

られ、各装置に適した代替冷媒が用いられていたこと、自動車の空調装置においては、他の装

置と異なり金属配管ではなくゴム製ホースを用いているため冷媒が外部に漏れるところ、これ

を防ぐために接続方法や素材の改良等が行われていたことがうかがわれる。他方、自動車の空

調装置において使用される冷媒につき、他の装置と異なる要求として、低減されたＧＷＰであ
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ることが求められていたことをうかがわせる証拠はない。そうすると、本件審決が、「自動車の

空調装置」において使用される冷媒に必要な固有の特性としてＧＷＰにつき検討しなかったか

らといって、「自動車の空調装置」において使用される冷媒の認定を誤ったということはできな

いというべきである。』 

『装置の仕様を（あまり）変更しなくて済む冷媒であるか否かを判断するに当たっては、ＣＯ

Ｐと能力が重要なパラメータであるところ、ＣＦＣ－１２とその代替冷媒であるＨＦＣ－１３

４ａとは、能力及びＣＯＰがほぼ等しいことが知られていたことが認められる。他方で、自動

車の空調装置における代替冷媒につき、自動車の空調装置の特殊性から、他の空調装置と異な

って、装置の仕様を（あまり）変更しなくて済む冷媒に限られるとともに、代替冷媒の能力及

びＣＯＰは現行冷媒とほぼ等しいことが必須とされていたことが技術常識であったことを認め

るに足りる証拠はない。なお、原告は、この点につき、自動車の空調装置においては、サイズ

及び重量の制限等から再設計は受け入れられない旨を指摘するけれども、再設計に伴い多額の

経費その他のコストが必要となることなどは他の空調装置等でも生じ得ることなどを考えると、

その指摘は当たらないというべきである。 

（ウ）そうすると、本件審決が、「自動車の空調装置」において使用される冷媒に必要な特性と

して、本件優先日当時の現行冷媒であるＨＦＣ－１３４ａとの比較において能力及びＣＯＰが

ほぼ等しいことを検討しなかったからといって、「自動車の空調装置」において使用される冷媒

の認定を誤ったということはできないというべきである。』 

 

（取消事由２） 

『ＨＦＯ－１２３４ｙｆ（２，３，３，３－テトラフルオロプロペン）は、甲５文献の「特許

請求の範囲」に記載の「熱媒体」として実施例５に示されているところ、「実施例１と同様にし

て、ヒートポンプの運転を行ったところ、実施例１とほぼ同様の結果が得られた。」との記載は、

ＨＦＯ－１２３４ｙｆをヒートポンプにおいて使用し得ることを確認した記載であると解され

る。そうすると、甲５文献には、他の実施例に係る化合物と異なり、ＨＦＯ－１２３４ｙｆ自

体の沸点及び臨界温度等の物性値やヒートポンプにおいて使用した際のＣＯＰ及び冷凍能力に

ついて具体的なデータは記載されていないものの、なお、分子式Ｃ３ＨｍＦｎで示される化合物

に含まれる具体的化合物であるＨＦＯ－１２３４ｙｆも、実施例１の３，３，３－トリフルオ

ロ－１－プロペン（ＨＦＯ－１２４３ｚｆ）と同様に、ヒートポンプにおける熱媒体として使

用されるものであることが記載されているものと理解し得る。また、「本発明で使用するＣ３Ｈ

ｍＦｎで示される化合物…は、ヒートポンプ用の熱媒体に対して要求される一般的な特性（例え

ば、潤滑油との相溶性、材料に対する非浸蝕性など）に関しても、問題はないことが確認され

ている。」との記載から、甲５文献には、分子式Ｃ３ＨｍＦｎで示される化合物と潤滑油を含む組

成物として用いることも記載されているということができる。そうすると、甲５文献には、「分

子式：Ｃ３ＨｍＦｎ（ただし、ｍ＝１～５、ｎ＝１～５かつｍ＋ｎ＝６）で示され且つ分子構造

中に二重結合を１個有する有機化合物からなる熱媒体であって、該有機化合物は２，３，３，

３－テトラフルオロプロペンである場合を含む熱媒体と、ヒートポンプ用の熱媒体に用いられ

る潤滑油とからなる熱媒体組成物の、ヒートポンプにおける使用」という発明が記載されてい

ると認められる。すなわち、本件審決の甲５発明の認定に誤りはない。』 

 

［コメント］ 

 審査基準の第Ｉ部第２章第１節の「２．本願発明の認定」では、「審査官は、請求項に係る発

明の認定を、請求項の記載に基づいて行う。この認定において、審査官は、明細書及び図面の

記載並びに出願時の技術常識を考慮して請求項に記載されている用語の意義を解釈する。」と記

載されている。この審査基準を考慮すると、本件発明１の請求項の記載自体が明確である以上、

請求項に記載されていないＧＷＰおよびＣＯＰなどは認定する必要はないように思われ、ＧＷ

ＰおよびＣＯＰなどはあくまでも、引用発明から本件発明１の特定用途への使用に想到するた
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めの動機付け（阻害要因）になり得るかという点のみで議論対象になるように思われた。 

 進歩性判断において、本件発明および引用発明の認定の誤りは議論になることが多いが、請

求項に記載の無い事項に関し、認定の誤りを争った事例は珍しいと思われ、参考になる。 

以上 

（担当弁理士：山下 篤） 


